
継続的・制度横断的に支える「パーソナル・・サポート」制度を導入する。  

また、こうした活動の可能性を支援する「新しい公共」すなわち、従来  

の行政機関ではなく、地域の住民が、教育や子育て、まちづくり、防犯・  

防災、医療・福祉、消費者保護などに共助の精神で参加する公共的な活動  

を、応援する。   

世界各国が、世界同時不況を一つの契機に、より公正で持続可能な資  

本主義と成長の在り方についての本質的な検討を深めている。日本政府  

としては、幸福度に直結する、経済・環境一社会が相互に高め合う、世  

界の範となる次世代の社会システムを構築し、それを深め、検証し、発  

信すべく、各国政府および国際機関と連携して、新しい成長および幸福  
度（well－be王ng）について調査研究を推進し、関連指標の統計の整備と充  

実を図る。このことにより、新しい成長、新しい環境政策、新しい公共  

を、一体的に推進するための基盤を構築する。 

第4革 新しい成長と政策実現の確保   

凱い戌貰   

「新成長戦略」では、官民を挙げて「強い経済」の実現を図り、2020年度  

までの年平均で、名目3％、実質2％を上回る経済成長を目指してしヽる。  

強い経済を美醜するためには、安定した内需と外需を創造し、産業競争  

力の強化と併せて、富が広く循環する経済構造を築く必要がある。芦要  

を割り出す鍵が、「課題解決型」の国家戦略である。すなわち、地球温暖  

化や少子高齢化など我が国を取り巻く重要課題への処方箋を示すことが、  

社会変革と新たな価値を育み、結果として雇用を創り出すことにつなが  

る。   

従来、環境や社会保障は、温暖化や少子高齢化を背景に負担面ばかり  

が強調され、経済成長の足を引っ張るものと見なされる傾向があった。  

しかし、このような分野にこそ、雇用創出を通じて成長をもたらす分野  

が数多く含まれている。地球温暖化や少子高齢化などの課題に正面から  

向き合うことで、白本が世界に先駆けて課題を解決する「モデル国・」と 

なるとともに、需要の創造と供給力の強化の好循環を作り出す。我が国  

が目指すのは、こうした経済・環境■社会の3つが相互に高め合い、人々  

の幸福度に寄与する「三方よし」の国である。   

また、2000年代の「構造改革」の名の下に進められた、供給サイドの  

生産性向上による成長戦略により、いわゆる「ワーキングプア」■に代表  

される格差拡大も社会問題化している。新たな成長戦績では、このよう  

な経済政策によって生み出された、失業や貧困など国民の幸福度が低下  

する要素を取り除かなければならないこ   

とりわけ、近年、r孤立化」という新たな社会リスクが急激に増加して  

いる。人は誰しも独りでは生きていけず、悩み、挫け、倒れたときに、  

寄り添ってくれる人がいるからこそ、再び立ち上がれる。かつて我が国  

では、家族や地域社会、そして企業による支えが、そうした機能を担っ  

てきた。それが急速に失われる中で、社会的排除や格差が増大しており、  

老若男女を問わず「孤立化」する人々が急増している。   

「新成長戦略」は、「強い経済」の実現により、できる限り早期に3％  

台の失業率を実現し、失業のリスクを減らす。加えて、長期失業や非正  

規就業で生活上の困難に直面している r孤立化」した人々を、個別的・  

52  

儒成長厳岨／の鵬の慮虜  

（1） 

21の国家戦略プロジェクトをはじめ7つの戟時分野の施策を計画倒   

れに終わらせずに確実に実現するため、別表の成長戟略実行計画（エ   

程表）に実施スケジュールを示す。   

（2）予算編成や税制改革の優先順位付け、  

予算編成や税制改革に当たっては、無駄遣いの根絶を強力に進める   

とともに、「新成長戦略」を着実に推進する。「財政運営戦略」との整   

合性 
準とした優先順仕付けを行う。   

（3）施策執行の進捗管理  

成長戦略実行計画に示された各施策については、国家戦略室を中心   

に、効果的・効率的な執行を図る観点から関係者に進捗状況の報告を   

求め、必要に応じ改善措置を講じさせるなど、PDCAサイクルに立脚し   

た進捗管理を徹底する。  

53   
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2020年までに  

実王冠すべき成果目標  
早期実施事項  

（Z010年度に実施する事項）  
2011年度に  

実施すべき事項  
2013年度までに  

実施すべき事項  

1．低炭素化の推進  

再生可能エネルギーの普及拡大・産業化（全量買取方式の国定価格買取制度の導入、規制の見直し  
（発電設捕の立地に係る規制等））  

50兆円超の環境関  
連新規市場   

14D万人の環境分野  

の新規雇用  

太陽光、風力（陸上・洋上〉、〃、水力、地熱、太膜熟、／くイオマス等の再生  
可能エネルギーの導入日棟の設定、ロードマップの策定  

地球温暖化対策のための税の導入  

国内排出量取引制度の創設  

「環境未来都市J構想  
（環境未来都市整備促進法（仮  
称）の検討）  

・新法に基づく集中投資手蔓の成功事例を活用Lた国内外への展開の促進  

・各省の関連予算の集約、執行の一元化  
・規制改革、税制のクリーン化、金融手法等の特例の検討・実施  

・再生可能エネルギーの厨内  
一次エネルギー供給に占める  
比率を10％に  

・ZEHくわトセ●ロエネルキ●「／セーロエ  

ミッションハウス）を標準的な新築  

住宅とし、既稟性宅の省エネリ  
フォームを現在の2倍程度まで増  
加させる、新築公共建築物等  
でZEB（わトセーロ工ネルキ●ィセーp工  

ミッションビル）を実現する  

・LED（発光ダイオード）や有機  
E」（工レクトロルミネセンス）な  

ど高効率次世代照明を、フ  
ローーさ100％暮及させる  

・家庭用高効率給湯器を、単  
身世帯を除くほぼ全世帯相当  
に書及させる   

スマートグリッドの導入、情報通信技術の利活用、勲等のエネルギーの面的利用等環境負荷低減事業の推進  

省エネ基準の適合責務化  
について、対象、時期等の  
検討  

住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー／ゼロエミッション化に向けた、省エネ基準適  

合の段階的義務化、省エネ基準の見直し、達成率向上に向けた執行強化、既存住  
宅・建築物の省エネ化促進、省エネ性能を評価するラぺリング制度の構築等の実施  

エネルギー消責量や温室効果ガス排出量の「見える化」に関する仕組みの構築、各家庭に対してC02削減  
のための具体的プドバイスを行う「環境コンシェルジュ」の育成  

都市鉱山のリサイクル等の循環型社会づくりの推進のための規制・制度改革や技術開発支援等の総合的施策の推進  

定期的なトップランナー基準の強化、対象品日の拡大  

エコ家電等の省エネ製品やエコ住宅の普及促進のための措置  
Xコジェネ：勲冨併給l  

国内クレジットやオフセット・クレジットの拡充・支援による中小企業等の低炭素投棄促進（ヒートポンプ・コジェネ等の導入）  

低炭素都市づくりガイド  
ライン等の策定・普及  

「倍の都市化」と都市・地域構造の低炭素化等に向けた制度の構築、取組の推進  
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早期実施事項  
（2010年度に実施する事項）  

2（）11年度に  

実施すべき事項  
201ユ年度までに  
実施すべき事項  

2020年までに  

実現すべき成果日標  

■次世代自動辛（エコカー等）の  
讐及位進及びロードマップの作成  
1燃費基準の強化  

・購入神助や環境負荷に応じた税制上のインセンティプの付与、  
ビジネス環境を支える充電インフラの整備等による普及の促進  
・関連技術の国際標準化の推進  

（続き）  

50兆円超の環境関  
連新規市場   

1ヰ0万人の環境分野  

の新規兼用  

環境負荷の低い鉄道・海運へのモーダ  
ルシフトの推進に向けたアクションプラ  
ン（短期的取組）の作成  

・モーダルシフト促進に必要なインセンティプ、インフラ整備等、  
中長期的取組の検討・実施  
・交通基本法の制定と関連施策の実施  

低炭素型産業の立地推進、世界拠点化に向けた取組の推進  

産
業
主
ネ
ル
ギ
1
 
 

海洋資源、海洋再生可能エネルギー等の開発・普及の推進  

エネルギー高度利用の推進  ・普通充電署200万基、急速充  
モ署5008基設置，新車賑売に  
占める次世代自動車の割合を  
七大で5（〕％に  

・ゼロ・エミッション電源比革を  
50％以上に  

各施策の目礪址については、実  
際の導入案♯蠣を勘案しつつ、必  
要に応じて■切に丸正していく  

ひ
0
0
 
 

安全性の確保を前提とした原子力の着実な推進  

資源エネルギー確保戦時の推進（資源国との二国間関係酎ヒ（インフラ警備支援や産業協力  

我が屈企業による上流権益獲得支援の酎ヒ、  国内巽東開発の強化等）  

新たなエネルギー革新技術  
ロードマップの策定  

革新的技術開発の前倒し・重点化（CCS（二酸化炭素回収・貯留）、  
原子力、次世代自動車、′くイオリファイナリー、洋上風力等）  

リースによる低炭素型設備の導入促進の枠組みや、民生・運  
輸部門を含めた低炭素化を促進する長期・低利融黄スキーム  
をはじめとした低炭素投融梁の促進  

1  

2・環境・エネルギー技術の海外炭l劉  

低炭素技術分野での世界シェア・トップレベルを日  指したプロジェクト構築支援等の官民連携体制の強化  
日本の民間ベースの  
技術を活かした、世  
界の温圭効果ガス削  
減1を13億トン以上  

我が国企業の低炭素技術インフラ及び製品の提供等を通じた海外における温室効果ガスの排出の抑制等へ  
の貢献を適切に評価する仕組みの構築  

アジア各国との環境都市協力の実施、人材育成等の支柱により，制度導入の支援とともに、企業連合体の形成  
等を進め、リサイクル産業をはじめとする環境・エネルギー産業のアジアヘの展開を推進  

Ⅱ 健康大国戦略  
吏山む†t捷⊥ y－」戯肋払脚立L博一鶏こ【㍍舶⊥瓜薗声一成測地血⊥も血道一敗恥ニム適地庚敵た長打公地鮎上山乃÷一恵通融温点鮎昆肇鶴泊袈二瑚  

早期実施事項  
（2010年度に実施する事項）   

2011年度に  

実施すべき事項  
2013年産までに  

実施すべき事項  
2020年までに  

実現すべき成果目梧  

1．医療・介護サービスの基盤強化、高k者の安心な暮らしの実現  l  

※診療報酬・介護報酬の同時改定（2012年度）l  
l※新たな介護保険事業計画の策定（201咋度）1             ’  

l  
l  

I  l  

新たな医療計画の策定（2012年虔）  

医療提供体制（マンパワーを含む。〉  
に関する今後の需要予測を踏まえ  
たグランドデザインの策定  

グランドデザインの進捗評価と見直し  

・4疾病5事業の医療連携体制の構築強化  
・国民に対する「病院機能の見える化」強化   医療の市場規模  

59兆円   

介護の市場規模  
19兆円   

新規雇用 201万人   

平均在院日数（19日）  

の縮減＝国民のQOL  
向上、職場・家庭への  
早期復精美現   

医療・介護分野のセー  
フティネット充実による  
将来不安の嬢和により．  

「貯蓄から消♯へ」の拡  
大   

！墓誌期医療の機能強化■こよる平均在院白如  ・看護師、薬剤師、介護職員等、既  
存の医療・介護関連程種の活用促  
進・役割拡大  
・医療クラーク等の大幅な導入促進  

※4疾病：がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖環病   

5事案こ救急、災昔時、へき地、周産欄L小児巨   

lOECD平均並み実働医師数の確保  

遠隔医療の適切な普及のための  
現行規制の解釈・要件明確化（2010  
年度措置、以後継続的に検討・措置）  

・ニーズを踏まえた遠隔医療の拡大に向けた法令等の見直し  
・診療報酬の活用その他のインセンティプについて検討・結論  

（いずれも2012年産までに）  

介護サービス提供体制（マン′くワー  
を含む。）に関する今後の需要予測  
を踏まえたグランドデザインの策定  

介護基盤の整併（2009～11年度末まで  
の合計で16万床整備）  24時間地域巡回型訪問サービス、レスバ  

イトケア（家族の介護負担軽減）拡充の  
本格実施  

定期借地権を着用した介護施設等への未利用国有地の貸付等（2010年度運用開始）  

・特別養護老人ホームヘの社会  
医療法人の参入（結論）、公益性  
等を踏まえた運営主体規制の見直  
し（検討聞始）  

・いわゆる施設サービス等の供給  

情報通信技術の活用等の効果を踏ま  
えた効率的事業連営や人的資源有効  
活用を促す規制改革の検討・範論：  
訪問介護事業所におけるサービス提  
供責任者配置基革等  

・グランドデザインの進捗評価と見直し  
・地域包括ケア推進の法体系等の整備  

（2012年度）  

公的保顔サービスを補完し、利用者の多様なニーズに応える介護保険外サービスの  
利用促進策（地矧こおける提供促進体制の構築強化を含む。）の検討・実施  

民間事業者等によるサービス付き  
高齢者賃貰住宅の供給支柱  

民間事業者等によるサービス付き高齢者  
賃貸住宅の制度化に関する法律の改正  

PPP（官民連携）による公共賃貸住宅  
団地への医療・福祉施設導入  



Ⅱ 健康大国戦略  

2020年までに  

実現すべき成果日漂  
2013年度までに  

実施すべき事項  
2（）11年度に  

実施すべき事項  
早期実施事項  

（2010年度に実施する事項）  

2．医療・介護と連携した健康関連サービス産業の成長促進と雇用の創出  

健康関連サービス産業  
（※）と雇用の創出   

市場規模  25兆円   
新規雇用  80万人   

生活習サ病の大幅改善  
（雷考）全死亡者敷の6凱匹民医療暮の   

3割（約11兆円）を生活習慣病で1三l  

健康幕命の延伸  
（参考仕）健康寿命：男性73歳・女性78土  

－WHOZOID（平成19年暮）   

※r新しい公共」や民間事葦眉による農   

よ・生活支援サービス（疾ポチ妨・疾■   

管理サービス、配食．移動・移送、腱オ   

食品、健療機撃、糎東リチラシー教育、   
癒し、温泉指導、フィットネス、′くイタル   
センサー一己■琴の住宅サービス等）  

「（新）健康日本21」策定（2012年度  
までに）、その取組の推進  ・医療・介護と生活との関わりを支援す  

る健康関連サービス事業者の品質基準  
の整備  
・匡行為グレーゾーンの整卦明確化  
・医療・介護・健康関連サービス事業者  
間の連携標準的款の策定  
（いすれも絶紘的に2010年定から措置）  

医療・介護と関わる生活を支援する  
事業者を中心としたコンソーシアム  
の形成  

保険者による健康づくりを促進させ  
るインセンティプ制度の設計・導入  

先進的な取組を踏まえた地域の健康  
づくり成功モデルの追求、展開促進  

多様な事業者のシームレスな連携を前提とした医療・介護・健康に係る個人情報の取  
扱ルールの策定、情報システムの標準化・互換性確保  

研究者・民間事業者等による国保有  
のレセプトデータ等の利活用に関す  
るルールの整備  

データ利活用の申請受付  
の開始（2011年度早期）  

t  
l  

国民の健康な生活を支えるサービス提供人材  
（低康リテラシー向上や医療等情報システムを担う人材を含む。）の強化・育成  

革新的新薬・医療横  
欝、再生医療、生活  
支援ロボットの開発・  
実用化   

経済波及効果1．7兆円  
新規雇用3万人   

・再生医療に関する前臨床一臨床研  
究事業の一元的な公募審査  
・再生医療の臨床研究から実用化へ  
の切れ目ない移行を可能とする制度  
的枠組みの検討  

・再生医療の公的研究開発事業のフア  
ンディング及び進捗管理の一元的実施  
・再生医療の実用化促進に貸する制度  
的枠組みの整備  

′くイオベンチャー支援拠点の整備、基  
盤技術開発  

バイオベンチャー支援拠点枠組み形成、  

基盤技術開発、王買境整備  
基盤技術開発や人材育成等による  
バイオベンチャー支援の検討開始  

開発状況に応じた個別の安全基準及  
び眩旺体系・インフラの整備、普及策の  
実施   

生活支援ロボットの基本安全性・評価  
手法の確立、安全性の確立したもの  
についての普及策の検討  

高齢者用パーソナルモビリティ（個  
人用移動装置）の公道使用の検討  
開始  

Ⅱ 健康大国戟略   
1∵∴⊥一tた▲■川▲．、、 r、、▲ヽ、－ l．・．・   ′       ．．  

2020年までに  
栗毛記すべき成果目標  

2013年度までに  

実施すべき事項  
2011年度に  

実施すべき事項  
早期実施事項  

（2010年度に実施する事項）  

4．ドラッグ・ラグ、デバイスうグの解消l  

先進医療の評価・確認手続の  

簡素化  
未承認薬・披器を提供する医療極圏  
の選定とネットワーク化  

早期臨床試験の強化やグローバル臨  
床研究拠点の整備を含む「ポスト治法  
話性化5カ年計画」の策定  

「治験活性化5カ年計画」の評価  新治験活性化計画の実施  

未承認医療機器の匪床研究に係る  
薬事法適用範囲の明確化  ドラッグラグ、デ／くイ  

スラグの解消  

医療機器の開発・製造に係る法的論点の整理と解決  

一人員750  ・医薬品医療機器総合機構の人員増  
強、アカデミア・企差等との人材交流  
・臨床評価ガイドライン等の各種ガイ  
ドラインの策定  
・アジア各国の審査機関への技術協  
力の検討  

米国並みの審査期間（医薬12ケ月、機器14ケ月  

「日本発シーズの実用化に向けた美事  
戦略相談（仮称）」の創設  

l  
1  

l・  l  

・既存データベースの活用  
・大規模医療情報データベースの構  
築・医薬品等安全対策への活用  

医療データ活用のための個人情報  
の保護に関する指針の整備  

革新的医薬品・医療摸器を評価するた  
めの償還価格制度の見直し検討  

償還価格制度の見直し  

5．医療の国際化推進  

国際医療交流（外国人患者受  

入れ）のための  
・規制緩和の検討・実施  
・推進体制・認証制鹿創設の検討  

国際医療交流のための  
・規制緩和の実施  
・推進体制及び認証制産の整備  
・医療啓開のネットワーク化  

2012年度から本格受入  

日本の高度医療及び  
健診に対するアジア  
トップ水準の評価一地  
位の獲得   

l・外国人医師・看講師による国内診療等の l  
】規制緩和の実施  

l  

・いわゆる「医療滞在ビザ」の設置（査  

証・在留巽枯対応）  

・外国人患者受入れ推進体制（プロモーショⅠ  

ンを含む0）の整備  l  

・外国人患者受入れに貸する医療捜関認 l  

・外国人医師・看護師による国内診療等l  

の規制緩和の検討  l  

・外国人患者受入れ推進体制（プロモーl  
証制度の整備  ションを含む。）の検討  

■医療言毒害人材の育成  l・医療捷関のネットワ‾ク化  



SC  

竪ぷ空塾塗竪睦」ニモ‡埋∫アジア太平洋自由貿易圏）の構築を通じた経済連接戦略～  

早期実施事項  
（2010年度に実施する事項）  

2011年度に  

実施すべき事項  
201ユ年度までに  
実施すべき事項  

2（】20年までに  

実現すべき成果目棟  

包括的経済連扶の基本方針の策定  

主要国■地域との綾済連携の窄め方等  

仲ECエコノミーとの交渉  

を加速、nAAP実現のための道筋の検討  
アジア太平洋自由貿易圏  
（FTAAP）の構築を含む  

軽済連携の推進  

（2010年日本APEC議長）I  

・AS餌N＋3政府間議論の加塵  
・ASEAN＋8政府間議論の加重  

・日中矧打A共同研究へめ積極的参画  

・日韓EPA交渉早期再開 l  
・日ペルーEPA交渉の推進l  
・日豪EPA交渉の推進  l  

・日米間の糎済連携の在り方ゆ検討  

ÅPEC域外国との交渉  日本企業が活躍しやすい  
海外フィールト●の環境整備  

（ヒトモノ・カネの流れ倍増）   
・WrOドーハうウンド交渉司結への対応  

・日印EPA交渉の推進 l  
日EUEPA交渉関  ・日EU共同検討作業   

軽済連携強化のための国内制度改革等の実施  

・関税の削掛軸廃  l  

・基準認証制度の国際調和化l  
ー 

＿ ニー 
1  

】  
l  

l  

l  

l  

＋＞必要な制度改卓の検討・実施  
I  

I  ：護靴 l  
甥易関連手続の～眉の円滑化l  
・セーフティネットの強化  t  

・国内対策の実施等  l  

雷  

些∴アジア経漬戦略  ニ芝芝夏型所遠慮頻を通じた成長機会の拡大γ  
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Ⅲ アジア経済戦略 ～ヒト・モノ・カネの流れ倍増（アジアの成長を取り込むため町政蔓の華準ユニ空  

爪
A
 
 

旦ゝ三三王経憂斐敷島二吐息三盆真空適塾獲麺   



1C  

Ⅳ観光・地域活性化戦略 ～観光立国ゐ推進～  
、．－■■、．．■J■⊥、▲一一■■■し■ご√■＿事■▲、－ご■一一J、▲■■●▲＿■■＝－＿」－一山い．1．】．．，．．＿．、＿■．－■■■■■J■ 】 一－■■1■■■■－．▲＿▲▲」一■＿＝L■＿ 】．d■■一山lし＿▲J一蠣L■▲■d－．■ヽし▲．i－．J■t．一．▼1．一山．．－‘．■－■t■L▲r、＿」」－■．ヽ一．－岬、＿■鵬u▲ヽ．■．－い■】い】一ゝJ一  

2811年虔に  

実施すべき事項  
2020年までに  

実現すべき成果目標  
早期実施事項  

（2010年度に実施する事項）  
2（）13年産までに  

実施すべき事項  

1．妨日外国人旅行者の拝致  

2020年訪日外国人2，500万人  
の目標達成に向けたアクション  
プログラムの作成、実施  
（訪日外国人旅行者の国別目標設定）  

PDCAサイクルを活用した目標・成果管理  
の徹底く2013年虔に「チェック」の実施）  肪日外国人を2020年  

初めまでに2，500万人  

将来的には3，000万人  

とする   

経済波及効果10兆円  

新規雇用  56万人  

l  

‥脚上な 
く  

中国人訪日観光査証の取得容易化■訪日中国人の拡大  

入国審査に要する時間の短縮  
t  l   

海外出先機関におけるワンストップサービス  

検討   

2．観光地の魅力度向上  

試行  

MICE（※）の積極的な誘致■開催の推進  地域の特性に応じた  
様々な観光拠点整黛を  
実現   

創意工夫を活かした観  
光地づくり、人材の育  
成を促進 

※企業等の会議、企業の行う報奨・研修旅行、国際会議、イベント」最市会一見本市の総称  

ポテンシャルのある地域を選定し、省庁横断的 に集中支援  文化、芸術、スポーツ、環境、医療等をきっかけとした新たな需要開拓など、日  
本における新たな観光梁漉のポテンシャルについての検討  

魅力ある観光地づくりのための環境整備に向けた規制緩和等の検討t実施  

地域の観光を支える人材育成の推進（通訳案内士制度の見直し等）  

交通アクセスの改善、安全・安心なまちづくりの推進  

Ⅳ 観光・地域活性化戦略  ～地域資源の活用による地方都市再生、成長  牽引役としての大都市の再  
■h－叫l－ヽ－「ナもー－、▲：l鵬▲山▲血  

3．社会資本の戦略的な新設・維持管理  社会資本ストックの効率  

的、戦略的な新設▲維持  

管理の実現  

2010年～2020年のPRの  

事案規模：少なくとも約10兆  

円以上  

（PFl法施行から2009年末までの  
事薫規模累計約4．7兆円の少なく  
とも2倍以上の拡大）   

公物管理の民間開放、公務員の民間  
への出向の円滑化、民間黄金導入の  
制度整描等PPP・PFrの更なる活用促  
進へ向けた諸施策の実施  

公共施設整備を行う際、まずP円手法  
で整宿することを綾討する制度の導入  
に向けた検討  係るP円（良問資金等活用事業）制  

回及び地方自治附こおける社会頚木  
の維持管理、更斬殺黄等マネジ1ント  

※ 施設の所有権を移転せず、風間事案毒にインフ  
ラの事案遷宮や開発に関する権利を長期間にわ   
たって付与する方式。  

国及び地方自治体において今後見込ま  
れる社会貨本の更新鳶要の洗い出し  

道路・河川空間のオープン化等  

地域や社会のニーズに対応した国有財産・独立行政法人保有黄塵の有効活用等  

・独謹賀産の実態把艶に基づく見直しによる有効着用、国庫納付等の推進l  



8C  

Ⅳ 観光1地域活性化戦略～農林水産分野の成長産業化 ～①  

Ⅳ 観光・地域活性化戦略 ～農林水産分野の成長産業化～②   




